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障害者（児）実態調査 

（サービス提供事業所調査用） 

ご協力のお願い 

 

サービス提供事業者の皆様には、日頃から世田谷区の障害福祉施策推進のため、ご理解

とご協力をいただきありがとうございます。  

さて、この度、本区では、令和６年度からの新たな障害福祉に関する計画の策定に向け、実

態調査を実施します。  

本調査は、世田谷区民に対してサービスを提供されている事業所から無作為に300事業

所を抽出し、経営上の課題やサービス提供に伴う取組みについてご意見等をおうかがいす

るものです。 

ご回答いただきました内容はすべて統計的に処理いたします。世田谷区個人情報保護条

例に基づき、秘密の保持には万全を尽くすとともに、調査の目的以外には使用いたしませ

ん。 

いただいた回答は、集計した上で、計画策定の基礎資料とさせていただくとともに、報

告書にまとめ区の公式ホームページに掲載します。 

つきましては、お忙しいところ誠に恐縮ですが、調査の趣旨をご理解いただき、ご協力

賜りますようお願い申し上げます。  

 

令和４年11月 

世 田 谷 区  

 

 

 

調査・集計作業は、（株）名豊に委託して実施していますので、記入上の不明な点、調査 

についてのお問い合わせは、（株）名豊が設置する下記コールセンターまでお願いします。 

 

【お問い合わせ】アンケート調査問合せコールセンター 

 電話：０１２０-７５６-５５５（フリーダイヤル） 

 FAX：０３-５４３２-３０２１ 

受付時間：８時半～17時（土日、祝日は除く） 

 

世田谷区 障害福祉部 障害施策推進課 

 

資料６－４ 
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【ご記入にあたってのお願い】 

１．回答は、特に説明のない限り、あてはまる番号に○をつけてください。質問ごとに（１

つに○）（３つまで○）（あてはまるものすべてに○）などの指示がありますので、そ

れにしたがって回答してください。  

２．回答が「その他」である場合は、具体的な内容を（ ）内に記入してください。また、

ご意見や数字などを直接ご記入いただく質問もあります。  

３．回答は、最初から１問ずつお答えください。中には一部の事業者のみお答えいただく

質問もありますが、その場合は矢印（→）や説明にしたがって回答してください。  

４．主たる事業所と従たる事業所を一体的に経営している場合は、従たる事業所分も 

あわせて回答をお願いします。 

５．この調査票の記入にあたっては、特に指定がない限り、令和４年１０月１日現在の 

状況でお答えください。 

６．ご記入がすみましたら、同封の返信用封筒（切手は不要、差出人名不要）に入れて、

11月 30日（水）までにお近くのポストにご投函ください。 

７．インターネットを利用してパソコンやスマートフォン等からも回答できます。 

・下記のＵＲＬにアクセスするか、右のＱＲコードを読み込んでください。 

URL：https://questant.jp/q/SHTKYRJ1 

・入力する際は、ＩＤを入力してください。 

ＩＤ：＊＊＊＊＊＊ 

 

 

・インターネットを利用して回答していただく場合は調査票の返送は不要です。 
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【貴事業所の概要についておたずねします】 

 
問１ 貴事業所の法人格は何ですか。（１つに○） 

 １．社会福祉法人            ５．営利企業（会社） 

 ２．医療法人              ６．特定非営利活動法人（NPO法人） 

 ３．一般社団法人、財団法人       ７．その他の法人 

 ４．公益社団法人、財団法人       ８．その他（              ） 

 

問２ 貴事業所の所在地はどこですか。（１つに○） 

１．世田谷総合支所管内         ４．砧総合支所管内 

 ２．北沢総合支所管内          ５．烏山総合支所管内 

 ３．玉川総合支所管内          ６．区 外 

※どこの総合支所管内かわからない場合は、以下に所在地をお書きください。 

 

 

問３ 提供しているサービスは何ですか。（あてはまるものすべてに○） 

１．居宅介護             16．共同生活援助 

２．重度訪問介護            17．短期入所 

３．同行援護             18．計画相談支援 

４．行動援護             19．地域移行支援 

５．重度障害者等包括支援        20．地域定着支援 

６．療養介護             21．児童発達支援 

７．生活介護             22．居宅訪問型児童発達支援 

８．自立訓練（機能訓練）       23．放課後等デイサービス 

９．自立訓練（生活訓練）       24．障害児入所支援 

10．就労移行支援           25．保育所等訪問支援 

11．就労継続支援（Ａ型）       26．医療型児童発達支援 

12．就労継続支援（Ｂ型）       27．障害児相談支援 

13．就労定着支援           28．その他（              ） 

14．施設入所支援 

15．自立生活援助 

従たる事業所の有無（いずれかに○）   あり    なし   
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問 4 サービスごとの世田谷区民利用者の内訳をご記入ください。なお、重複障害は主たる障害で

カウントしてください。 

サービス名： 

（身体障害者     名、知的障害者       名、精神障害者     名） 

（発達障害者     名、高次脳機能障害者    名、障害児       名） 

サービス名： 

（身体障害者     名、知的障害者       名、精神障害者     名） 

（発達障害者     名、高次脳機能障害者    名、障害児       名） 

サービス名： 

（身体障害者     名、知的障害者       名、精神障害者     名） 

（発達障害者     名、高次脳機能障害者    名、障害児       名） 

サービス名： 

（身体障害者     名、知的障害者       名、精神障害者     名） 

（発達障害者     名、高次脳機能障害者    名、障害児       名） 

 

問５ 令和４年４月 1日現在の職員数をご記入ください。（実人数） 

        名（内訳：常勤    名、 非常勤    名、その他    名） 

 

問６ 令和４年４月 1日現在の職種別の職員数をご記入ください。 

１．生活支援員＊1〔   〕名 

２．介護職員＊2 〔   〕名 

３．看護師〔   〕名 

４．栄養士〔   〕名 

５．理学療法士〔   〕名 

６．作業療法士〔   〕名 

７．職業指導員〔   〕名 

８．事務職員 〔   〕名 

９．その他  〔   〕名 

 ＊1社会福祉士、精神保健福祉士、保育士などの有資格者および無資格者を含む。 

 ＊2介護福祉士、実務者研修（研修修了）、介護職員初任者研修（研修修了）の有資格者。 

 

問７ 令和４年４月 1 日現在の経験年数（貴事業所での年数に限らず）別の職員数をご記入くだ

さい。 

１．６か月未満     〔   〕名 

２．６か月以上１年未満 〔   〕名 

３．１年以上３年未満  〔   〕名 

４．３年以上５年未満 

５．５年以上 10年未満 

６．10年以上 

〔   〕名 

〔   〕名 

〔   〕名 

 

問８ 現在、職員の過不足の状況はどれですか。（１つに○） 

１．大変不足している 

２．不足している 

３．やや不足している 

４．適当である 

５．過剰である 
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問９ 不足している職員の職種は何ですか。（あてはまるものすべてに○） 

１．生活支援員＊1  

２．介護職員＊2 

３．看護師 

４．栄養士 

５．理学療法士 

６．作業療法士 

７．職業指導員 

８．事務職員 

９．その他（            ） 

１０．不足している職種はない 

 ＊1社会福祉士、精神保健福祉士、保育士などの有資格者および無資格者を含む。 

 ＊2介護福祉士、実務者研修（研修修了）、介護職員初任者研修（研修修了）の有資格者。 

 

問 10 令和３年度中の退職者数をご記入ください。（実人数） 

 〔     〕 名（内訳：常勤    名、 非常勤    名、その他    名） 

 

問 11 一般的に従業員の退職が多い理由について、貴事業所（法人）では、どのように考えて 

いますか。（１つに○） 

１．報酬が低い 

２．勤務時間が長い、不規則 

３．その他（            ） 

 

問 12 地域の事業者が一体となって取り組む人材確保・育成・定着の取組について、アイデアや

要望などありましたら、ご記入ください。（自由記入） 

 

 

 

 

 

 

問 13 貴事業所（法人）では、人材を確保するためにどのようなことに取り組んでいますか。 

（あてはまるものすべてに○） 

１．勤務条件（夜勤回数、勤務時間帯など）の改善 

２．報酬の改善 

３．福利厚生（育休、介護休暇など）の改善 

４．健康診断、腰痛予防対策等健康管理の充実 

５．募集・採用方法の充実 

６．高校・専門学校・大学等を通じた募集 

７．ハローワークを通じた募集 

８．インターネット人材募集サービスを通じた募集 

９．高校・専門学校・大学等からの実習受け入れ 

10．その他（                                 ） 

11．特に取り組んでいない 
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問 14 貴事業所（法人）では、スタッフの質の向上など人材を育成するためにどのようなことに

取り組んでいますか。（あてはまるものすべてに○） 

１．資格取得のための休暇取得の支援や金銭的な支援 

２．外部研修参加のための休暇取得の支援や金銭的な支援 

３．事業所内での研修の実施 

４．OJTの実施 

５．自立支援協議会のエリア協議会や専門部会への参加 

６．教育・研修計画を立てている 

７．法人全体（関係会社を含む）で連携して育成に取り組んでいる 

８．能力の向上が認められた者に対し、報奨制度などを設けている 

９．職員に後輩の育成経験を持たせている 

10．地域の同業他社と協力して育成に取り組んでいる 

11．その他（                                 ） 

12．特に取り組んでいない 

 

問 15 貴事業所（法人）では、人材の確保や質の向上に向けて、どのような機関や団体と連携し

て取り組んでいますか。（あてはまるものすべてに○） 

１．介護・医療・福祉分野の職能団体 

２．介護・医療・福祉分野の事業者団体 

３．福祉人材センター  

４．ハローワーク 

５．社会福祉協議会  

６．学校・教育機関あるいはその団体 

７．商工団体（商工会・商工会議所等） 

８．地方労働局 

９．区役所 

10．その他（                                 ） 

11．特に取り組んでいない 
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【事業運営の概要についておたずねします】 

問 16 貴事業所における令和３年度の収入及び支出の状況は、令和２年度と比較してどうでした

か。（各 1つに○） 

＜収入＞ 

１．増加した→（約     ％） 

２．減少した→（約     ％） 

３．変わらない 

＜支出＞ 

１．増加した→（約     ％） 

２．減少した→（約     ％） 

３．変わらない 

 

問 16-１ 問 16の結果、収支の状況はどうでしたか。（１つに○） 

１．増収した→（約     ％）      

２．減収した→（約     ％）      

３．変わらない               

  

［問 16-1で「１．増収した」又は「２．減収した」とお答えの方におたずねします] 

問 16-2 増収又は減収の主な理由は何ですか。（３つまで○） 

 １．サービス報酬の改定 

 ２．利用者の増加 

 ３．人件費の見直し 

 ４．事務経費等必要経費の削減 

 ５．補助金の増額 

６．新型コロナウイルス感染症 

７．その他（                             ） 

 

問17 貴事業所では、問16の収入の変化に対する対応策を講じていますか。又は考えています 

か。（１つに○） 

１．講じている（考えている）       ２．講じていない（考えていない） 

 

［問 17で「１．講じている（考えている）」とお答えの方におたずねします] 

問 17-1 対応策の内容をお聞かせください。 
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［問 18から問 20は、利用定員が定められている事業所におたずねします] 

 

問 18 貴事業所における令和４年４月から７月までの平均利用率はおおよそ何％くらいですか。 

事業所全体   〔      〕％ 

事業所内訳 

事業名（       ）    〔       〕％ 

事業名（       ）    〔       〕％ 

事業名（       ）    〔       〕％ 

事業名（       ）    〔       〕％ 

事業名（       ）    〔       〕％ 

事業名（       ）    〔       〕％ 

事業名（       ）    〔       〕％ 

 

問 18-1 上記の利用率についてどのようにお考えですか。 

 

 

 

 

問 19 貴事業所では、事業の採算性についてどのようにお考えですか。（１つに○） 

１．十分に余裕がある           ３．やや厳しい 

２．余裕がある              ４．とても厳しい 

 

問 20 貴事業所では、サービス供給量全体の中で障害者サービスの占める割合はおおよそ何％く

らいですか。 

             ％ 

 

［以降は再びすべての事業所がお答えください] 

 

問 21 貴事業所では、事業を運営する上での課題は何ですか。（３つまで○） 

１．新規利用者の獲得が困難 

２．利用者一人あたりの利用量が少ない 

３．設備・スタッフなどが不足し量的に 

利用者のニーズに応えられない 

４．利用者や家族がサービスを 

よく理解していない 

５．利用者の身体状況の把握が難しい 

６．利用者からの苦情や事故への対応 

７．訪問や送迎が非効率（エリアが広い等） 

８．スタッフの確保 

９．スタッフが短期間で離職してしまう 

10．スタッフの人材育成 

11．責任者など中堅人材の確保・育成 

12．他のサービス事業所との競合が激しい 

13．他のサービス事業所との連携 

14．医療機関との連携 

15．自立支援給付費が低い 

16．医療的ケアへの対応 

17．その他（            ） 

18．特に課題はない 
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【貴事業所におけるサービスの提供体制についておたずねします】 
問 22 貴事業所におけるサービスの提供体制についておたずねします。提供しているサービス 

ごとにお書きください。 

［障害福祉サービス］ 

サ ー ビ ス 名 
A １か月平均のサー 
ビス提供可能量 

Ｂ １か月平均の実際 
のサービス提供量 

1 居宅介護  時間 時間 

2 重度訪問介護 時間 時間 

3 同行援護 時間 時間 

4 行動援護 時間 時間 

5 重度障害者等包括支援 時間 時間 

6 療養介護 人 人 

7 生活介護 日 日 

8 自立訓練（機能訓練） 日 日 

9 自立訓練（生活訓練） 日 日 

10 就労移行支援 日 日 

11 就労継続支援（Ａ型） 日 日 

12 就労継続支援（Ｂ型） 日 日 

13 就労定着支援 人 人 

14 施設入所支援 日 日 

15 自立生活援助 人 人 

16 共同生活援助 人 人 

17 短期入所 日 日 

18 計画相談支援 人 人 

19 地域移行支援 人 人 

20 地域定着支援 人 人 

21 児童発達支援 日 日 

22 居宅訪問型児童発達支援 日 日 

23 放課後等デイサービス 日 日 

24 障害児入所支援 日 日 

25 保育所等訪問支援 日 日 

26 医療型児童発達支援 日 日 

27 障害児相談支援 人 人 

28 その他（            ） （       ） （       ） 

29 その他（            ） （       ） （       ） 

［地域生活支援事業］ 

サービス名 
C １か月平均の 
実利用者数 

ア 障害者相談支援事業 人 

イ 移動支援事業 人 

ウ 地域生活支援センター 人 

エ 福祉ホーム 人 

オ 訪問入浴サービス 人 

カ 日中一時支援事業 人 

 

※記載する数値について 

○単位が『時間』又は『日』

の場合・・・『延べ時間』

又は『延べ日数』 

○単位が『人』の場合・・・

『実人数』 
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問 23 これまでに、問 22で回答したサービスを提供しようとして、できなかったことはありま

すか。（１つに○） 

１．ある               ２．ない 

 

［問 23で「１．ある」とお答えの方におたずねします] 

問 23-1 その理由は何ですか。 

 

 

 

 

 

問 24 その他、サービス提供上の課題、サービス提供を行っていく上で必要と考える施策などに

ついてご記入ください。 
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【サービスの質の向上のための取り組みについておたずねします】 

問 25 サービスの質の向上のために、現在どのような取り組みを行っていますか。 

（あてはまるものすべてに○） 

１．法人として、サービス提供のガイドラインを作成している 

２．法人として、災害時の対応マニュアル、事業継続計画を作成している 

３．法人として、感染症予防マニュアルを作成している 

４．法人として、苦情解決の対応マニュアルを作成している 

５．法人として、個人情報保護に関するマニュアルを作成している 

６．法人として、事故防止のためにヒヤリハット事例の収集・共有を図っている 

７．法人として、利用者や家族に対し満足度調査を行っている 

８．法人として、積極的に外部評価を受けている（ＩＳＯ、第三者評価等） 

９．法人として、積極的に業務の電子化、オンライン化（DX化）を進めている。 

10．各事業所の管理者が直接サービス提供の状況を確認し指導している 

11．現場スタッフが自発的に問題事例等に関するケース検討会等を開催している 

12．権利擁護や虐待防止に係る委員会等の開催やマニュアルを作成している 

13．看護師の配置や介護職員の「喀痰吸引等研修」受講により医療的ケアに対応している 

14．その他（                                  ） 

15．特に行っていない 

 

問 26 サービスの質の向上のために、今後どのような取り組みを行っていこうとお考えですか。 

（あてはまるものすべてに○） 

１．法人として、サービス提供のガイドラインの作成 

２．法人として、災害時の対応マニュアル、事業継続計画の作成 

３．法人として、感染症予防マニュアルの作成 

４．法人として、苦情解決の対応マニュアルの作成 

５．法人として、個人情報保護に関するマニュアルの作成 

６．法人として、事故防止のためのヒヤリハット事例の収集・共有化 

７．法人として、利用者や家族を対象とした満足度調査の実施 

８．法人として、積極的な外部評価の受検（ＩＳＯ、第三者評価等） 

９．法人として、積極的な業務の電子化、オンライン化（DX化） 

10．各事業所の管理者による、サービス提供の状況の確認・指導 

11．現場スタッフが中心となった問題事例等に関するケース検討会等の開催 

12．権利擁護や虐待防止に係る委員会等の開催やマニュアルの作成 

13．看護師の配置や介護職員の「喀痰吸引等研修」受講による医療的ケアへの対応 

14．その他（                                  ） 

15．特に考えていない 
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問 27 現在、日本では積極的に IT 機器といったデジタルを活用し、社会を変容させようとする

デジタルトランスフォーメーション（DX）が推進されており、それは介護業界や障害福祉

業界でも例外ではありません。 

DXを進めるにあたり課題となることはありますか。ご自由にお書きください。 

 

 

 

 

問 28 貴事業所では、利用者から寄せられる苦情や要望として、どのようなことが多いですか。

（３つまで○） 

１．介助の内容や個別支援計画等に関すること 

２．職員やスタッフに関すること 

３．施設の設備に関すること 

４．利用者と施設の利用契約に関すること 

５．生活時間（起床･就寝、食事、入浴等の時間）に関すること 

６．食事（メニューや食材等）に関すること 

７．施設での作業等内容に関すること 

８．地域での自立生活に向けた訓練等に関すること 

９．体力づくりや健康づくりなどに関すること 

10．趣味・レクリエーション等に関すること 

11．その他（                                 ） 

12．特に苦情や要望はない 
 

問 29 何か問題が生じた場合に相談したことのある相談先はどこですか。 

（あてはまるものすべてに○） 

 １．区 

 ２．国 

 ３．東京都 

 ４．相談支援事業所 

 ５．地域障害者相談支援センター 

６．基幹相談支援センター 

７．法人本部 

８．他の事業所 

９．その他（             ）  

10．どこにも相談したことがない 

 

問 30 問 29で相談されたのは、主にどのような内容ですか。（あてはまるものすべてに○） 

１．施設の運営・整備の支援に関すること 

２．人材の確保・質の向上に関すること 

３．サービスの拡充に関すること 

４．技術的な支援に関すること  

５．場所の確保に関すること 

６．困難な事例への対応に関すること  

７．利用者からの苦情や要望等への対応に関すること 

８．その他（                                 ） 

９．特になし 
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問 31 区では、障害者の地域生活をよりよいものとしていくため、今後どのようなサービスや 

支援に力を入れていくべきだと思われますか。（あてはまるものすべてに○） 

１．在宅での福祉サービスの充実 

２．障害者が地域で共同生活できる場の充実 

３．日中に障害者を預かるサービスの充実 

４．寝泊まりで障害者を預かるサービスの充実 

５．住宅改造等（バリアフリー化）の補助 

６．住まいに関する相談や入居支援の充実 

７．シェアハウスなど多様な居住の場の提供 

８．福祉サービスの情報提供の充実 

９．財産管理などの権利擁護の支援 

10．総合的な相談支援の充実 

11．区民への障害への理解促進 

12．周囲の人の見守り支援の充実 

13．移動・外出支援の充実 

14．駅や道路などのバリアフリー化 

15．自立生活のための訓練・指導の充実 

16．就労に向けた訓練・支援の充実 

17．多様な働く場所の確保 

18．仕事を継続するための相談や支援の充実 

19．医療やリハビリテーションの充実 

20．障害者の仲間づくりへの支援 

21．障害者の結婚や家庭づくりに向けた支援 

22．防犯・災害時の支援 

23．その他（              ） 

24．特になし 

 

【今後の事業展開についておたずねします】 

問 32 貴事業所では、事業の新規開設・拡大は、どのような点を重視していますか。 

（２つまでに○） 

１．当該地域の現在の利用者数  

２．当該地域の利用者数の今後の見込み 

３．当該地域の競合事業者数  

４．新しい拠点でのスタッフ確保の可能性 

５．サービス拠点として適当な土地を確保することができること 

６．サービス拠点として適当な建物・物件を確保することができること 

７．当該サービスの自立支援給付費 

８．その他（                                  ） 

９．新規開設・拡大は考えていない 

 

問 33 貴事業所では、今後障害福祉サービスへの新規参入を促進していくためにどのようなこと

が必要とお考えですか。（あてはまるものすべてに○） 

１．障害者総合支援法や自立支援給付費に関する情報を提供する 

２．サービスを利用する障害者数の今後の見込みに関する情報を提供する 

３．サービス展開のための土地・建物に関する情報を提供する 

４．困難事例・問題事例に関するケースの情報提供や助言を行う 

５．研修・講座等に関する情報を提供する 

６．緊急時のショートステイや入院などの受け入れ先の情報を提供する 

７．その他（                             ） 
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問 34 貴事業所において、今後４か年に新たに開始又は拡大する予定のサービスの番号すべてに

○をつけ、分かる範囲で 1か月あたりの受け入れ予定数（時間、日、人）をご記入くださ

い。（あてはまるものすべてに○） 

サ ー ビ ス 名 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

１ 居宅介護（ホームヘルプ） 時間 時間 時間 時間 

２ 重度訪問介護 時間 時間 時間 時間 

３ 同行援護 時間 時間 時間 時間 

４ 行動援護 時間 時間 時間 時間 

５ 重度障害者等包括支援 時間 時間 時間 時間 

６ 療養介護 人 人 人 人 

７ 生活介護 日 日 日 日 

８ 自立訓練（機能訓練） 日 日 日 日 

９ 自立訓練（生活訓練） 日 日 日 日 

10 就労移行支援 日 日 日 日 

11 就労継続支援（Ａ型） 日 日 日 日 

12 就労継続支援（Ｂ型） 日 日 日 日 

13 就労定着支援 人 人 人 人 

14 施設入所支援 日 日 日 日 

15 自立生活援助 人 人 人 人 

16 共同生活援助 人 人 人 人 

17 短期入所 日 日 日 日 

18 計画相談支援 人 人 人 人 

19 地域移行支援 人 人 人 人 

20 地域定着支援 人 人 人 人 

21 児童発達支援 日 日 日 日 

22 居宅訪問型児童発達支援 日 日 日 日 

23 放課後等デイサービス 日 日 日 日 

24 障害児入所支援 日 日 日 日 

25 保育所等訪問支援 日 日 日 日 

26 医療型児童発達支援 日 日 日 日 

27 障害児相談支援 人 人 人 人 

28 地域障害者相談支援センター  人 人 人 人 

29 その他・参入予定など

（            ） 

    

（            ）     

（            ）     
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問 35 今般の新型コロナウイルス感染症拡大により、困ったことはどのようなことですか。 

（３つまでに〇） 

１．マスクや消毒薬などの衛生物品の準備 

２．感染予防対策マニュアル等の整備 

３．従業員等で陽性者、濃厚接触者となった場合の人員不足、シフトの調整 

４．従業員の感染リスクに対するストレス対策 

５．感染予防対策の徹底のための従事者指導 

６．陽性者、濃厚接触者が発生した場合の保健所や区役所との調整 

７．利用者の利用控え等による利益の減少 

８．その他（                                  ） 

 

問 36 最後に、区の障害者福祉をよりよいものとし、区の障害者の地域生活をより豊かなものと

していくために必要な支援等について、ご意見等をお聞かせください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査にご協力いただき大変ありがとうございました。 

 

記入もれがないかどうかもう一度お確かめのうえ、同封の返信用封筒（切手は不要）に入れて、

11月 30日（水）までにお近くのポストに投函してください。 


